























































































職　　　　　　業 （人） （％） 職　　　　　　業 （人） （％）
1農林漁業作業者 34 6．4 28美術家等 0 0．0
2会社団体の役員 27 5．0 29音楽家籍 0 0．0





6技能工 44 8．2 32管理的公務員 34 6．4
7生産工程作業者及@び単純作業者 46 8．6 33その他の管理的職@業従事者 56 10．5
8定置機関・建設機@械運転作業者 0 0．0 34事務従事者 65 12．1
9電気作業者 0 0．0 35その他の法務従亭@老 1 0．2
10他に分類されない@単．純作業者 5 0．9 36記者等 0 0．0
11科学研究者 1 0．2 37車　　掌 0 0．0
12公認会計士 0 0．0 38商品販売従事者 15 2．8
13医　　師 7 1．3 39販売類似職業従事@者 2 0．4
14歯科医師 4 0．7 40集金人 0 0．0
15薬剤師 1 0．2 41植木職 0 0．0
16裁判官等 0 0．0 42運輸・通信従事者 15 2．8
工7大学教員 5 0．9 聡採鉱・採石作業者 0 0．0
18獣医師 1 0．2 44分類不能の職業 3 0．6
19技術者 33 6．2 45郵便・電報外務貝 2 0．4
20医療保健技術者 2 0．4 46土木工事作業者等 9 L7
21船長等 2 0．4 47鉄道線路工事作業@者 1 0．2
22航空操従士等 0 0．0 48清掃員 0 0．0
23教　　員 42 7．9 49サービス職業従事@者 4 0．7
24宗教家 2 0．4 50家事サービス職業@従事者 0 0．0
25保　　母 0 0．0 51芸者等 0 0．0
26社会福祉事業専門@職員 1 0．2 52保安職業従事者 7 1．3
27個人教師






産　　　業　　　分　　類 （人〉 （％） 産　　　業　　　分　　　類 （人〉 （％）







〔4）鉱　　　　　　　　　　　業 0 0．0 ⑳　飲　食　料　品　小　売　　業 9 1．7
15）建　　　　　設　　　　　業 47 8．8 ⑳飲　　　　　食　　　　　店 1 0．2
翻家呉・建物・じゆう器小売業 2 0．4〔製　　　　　造　　　　　業〕
i引　食料品　・たば　こ　製造業
18 3．4 ⑳　そ　の　他　の　小　売　業 12 2．2
紛　金　　融　　・　保　　険　　業 16 3．0〔7）繊維工業（衣服・その他の繊維製
@品を除く）
17 3．2 ㈱不　　　動　　　産　　　業 2 0．4




㈹　家具　・　装　備　品　製　造　業1 0 0．0 ㈹通　　　　　信　　　　　業 2 0．4
（1D　パルプ・紙・紙加工品製造業 3 0．6 B臼　電気・ガス・水道・熱供給業 4 0．7




（圏　石油製品・石炭製品製造業 2 0．4 ｛謝娯　　　　　楽　　　　　業 2 0．4
q5〕ゴ　ム　製　品　製　造　業 1 0．2 倒放　　　　　送　　　　　業 0 0．0
〔殉　なめしがわ・同製品・毛皮製造業 0 O．0 ㈹修　　　　　理　　　　　業 3 0．6
qの　窯業　・土石製品製造業 」ユ 2．1 岨〕事　　業　　サ　　一　　ビ　　ス　　業 4 0．7
q8｝鉄鋼業，非鉄金属製造業 19 3．6 働医療　・保険　・清掃業 18 3．4
α9）金　属　製　晶　製　造　業 13 3．7 鮒教　　　　　　　　　　　育 55 10．3
⑳一般機械器具・武器製造業 6 1．1 ㈹　そ　の他の　サ　一　ビ　ス　業 5 0．9
⑳　電気機械器具製造業 8 1．5 ㈲公　　　　　　　　　　　務 73 13．6
⑳　輸送用機械器具製造業 6 LI 〔461分　類　不　能　の　産　業 9 1．7




























































































昭　和 54年 昭　和 55年所　得　階　級
百　分　率 累積百分間 百　分　率 累積百分率
総　　　　　　　　　数 100．0 100．0
～　39万円 一 一 一 一
40～　59 0．2 0．2 『 一
60－　79 0．4 0．7 0．2 0．2
80～　99 1．0 1．7 0．5 0．7
100～l19 1．1 2．8 0．8 1．5
120～139 2．0 4．8 1．3 2．8
140～159 2．2 7．0 2．1 4．9
160～179 2．0 9．0 2．1 6．9
180～199 3．5 12．5 2．4 9．3
200～239 9．2 2ユ．7 6．7 16．0
240～279 9．2 30．9 9．6 25．6
280～319 12．1 43．0 11．5 37．L
320－359 9．5 52．5 10．6 47．7
360－399 9．3 61．8 9．0 56．7
400～499 16．3 78．1 18．6 75．4
500～599 9．3 87．4 10．2 85．6
600～699 4．3 91．7 5．5 91．1
700－799 3．1 94．2































































































































































































階級区分 実　　　数@（人） 比　　　率@（％） 　実　　　数i単位1，000人）比　　　率@（％）
A資本家階級増〔1）十（2）十（3） 97 19．2 3，203 5．9
（1個人企業主 7 1．4 69 0．1
（2陰社役員と管理職員 ．56 11．1 3，0⊥4 5．6
〔3｝管理的公務員 34 6．7 120 0．2
B｛4｝軍人・警官・保安サービス員 7 L4 738 L4
C自営業者層蝋5）＋㈲ 109 21．5 15，993 29．4
（5）自営業者と家族従業者 98 19．3 14β39 27．3
｛膿漏灘轄 28 5．5 6，904 12．7
（b）鉱工理研従事者 33 6．5 3，677 6．8
傭売儲 27 5．3 2，818 5．2
（d）サービス職業従事者 10 2．0 1，440 2．6
（6腹壁的・技術的職業従事者 11 2．2 1，154 2．1
（7）上記のうち家族従業者 2 0．4 6，728 12．4
D労働者階級一（8ト｛14｝ 289 57．3 34，441 63．3
所謂サラリーマン層一〔8汁（9） 151 29．9 11，574 2L3
｛〔8細的’技術的職業鶴 85 16．8 3，392 6．2
（9庫務従事者 66 13．1 8，182 15．1
生産的労働者層一（10｝十｛ID 97 19．2 15，361 28．2
｛（1麟魚業従事者 6 L2 407 0．7
㈹鉱工運通従事者 91 18．0 14，954 27．5
不生産的労働者層一（12トト（13＞ 35 7．0 6，272 11．5
q2販売従事者 23 4．6 3，888 7．1
（13）サービス職業従事者 12 2．4 2，384 4．4
α4院全失業者 6 1．2 1，234 2．3
分　　類　　不　　能 1 0．2 一 一




























1．上 3 0．6 98．3
2．中の上 57 10．7 97．7
3．中の中 253 47．3 87．0
4，中の下 186 34．8 39．7
5．下 26 4．9 4．9






























































































































































































































総　　　　　　　　　数 3．46 1．59 45．9 358．5 3ア7．6 5．3 109．0 237．3
雇用者・自営業者等の世帯 3．31 1．49 43．7361．3 379．1 4．9 114．7 262．2
雇　用　者　世　帯 3．41 1．51 44．ユ 383．1 403．0 5．2 118．0 267．7
常　雇　者　世　帯 3．44 1．51 43．7 391．2 410．65．0 119．3 272．7
会社・団体等の役員の世帯 3．10 1．90 46．3 799．4837．9 4．8 204．4 442．0
一般常雇者世帯 4．42 1．49 43．6 372．6 395．76．2 115．7 265．2
雇用者規模30人未満 3．17 1．48 46．6 281．3 295．65．1 93．3 200．1
雇用者規模30～999人3．40 1．52 44．8 363．5 384．1 5．7 113．1 252．6
雇用襯模狸官公庁 3，64 1．47 4D．5 449．3 484．57．8 133．2 328．5
臨時雇用者世帯 2．55 1．49 58．7 193．1 221．9 14．9 87．2 148．6
日雇労働者世帯 2．73 1．50 55．2 177．7 179．9 1．2 66．0 119．6
自　営　業　者　世帯 3．71 1．87 50．5 382．9 400．2 4．5 107．9 213．8
雇　　人　　あ　　り 4．05 L94 47．9 511．6 526．3 2．9 130．1 271．2
雇　　人　　な　　し 3．49 1．83 52．4 302．5 3ユ7．6 5．0 91．1 173．8
そ　の　他　の　世　帯 1．98 0．40 20．2182．9 19L5 4．7 96．7 478．4
収入の伴う仕事をしてい
骼ﾒのいる世帯 3．01 1．46 48．4 300．9 336．1 11．7 1ユ1．5 230．6
収入の伴う仕事をしてい
骼ﾒのいない世帯 L59 132．2 136．7 3．4 86．1
農　　耕　　世　　帯 4．80 2．82 58．9 341．4 365．5 7．1 76．2 正29．5
専　　業　　世　　帯 4．28 238 55．5 228．4 244．4 7．0 57．1 102．9








































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































家 会社役員・管理職員 1，585 ’　　　0．542
階






















ｶ働 販　売　従　事　者 1，278 0，712産者
I層 サービス職業従事者 1，270 0，749
失 業　　　　者 0，779 0，457
玉藍 上 37，279 62，140




層識 ? 0，967 0，404
　表13は，以上のような仮定から人並み生活（427万）の基準点を1，00とすることによって
収入階層を表示し直したものである。0．25は金額でほぼ106万円に相当し，先にとった収
入階層とほぼ対応している。425万円が1．0であり，850万円が2．0ということになる。
　以上によって我々のデータを検討してみよう。
　表13の「生活階層帰属意識」は「人並み生活」基準点以下が「中の下」以下を意味する
ことを示している。「中の中」層は「人並み生活」を享受しているが，「中の上」層よりも
「中の下」層に近く，ほぼ「人並み生活」基準に近いところで上まわっている。400万～
一381　一
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500万というところが「人並み生活」の「中」帰属意識の下限であることが明白に読みと
れるというべきであろう。また「中の上」層は900万以上の年収を必要とするということ
になろう。年収600万一一900万未満あたりが，「中の中」層ということになり，これらがす
べて，「人並み生活」の基準に関連している事が推定されうると思われる。同様に，表13
の職業階層の消費生活水準をみてみよう。まず，基準点以下の階級・階層で目立つのは農
民である。生産的労働者は，基準点スレスレである。これに対して，資本家階級，自営業
者層は「基準点」を平均的に超えているが，とりわけ自営業者は階層内格差が大きい。専
門的・技術的職員と事務従事者のサラリーマン層は，典型的に「中の中」型の充足度で
はないかと推定される。とりわけ前者は「中の上」層に近い事がわかろう。
　「中流」の生活階層として，一般に上昇志向の対象となり得るだろう階層は「中の上」
層であるとすると，以上によって職業階層としては上層ホワイト・カラーないしサラリー
マン層が典型的なモデルとされるのは，こうした意味でも明白であるといわねばならない。
しかし，そうした層に固有な社会意識が「中」帰属意識であるというようなものではない。
以上によって階層帰属意識が，消費生活実態とかなりの相関をもっことが，ほぼ確認され
えたのではないかと思う。
　最後に図6は「消費生活水準からみた職業階層」内部の構成である。
　我々は三つの地位指標を手がかりに大学生の出身階層をみてきた。我々のサンプルと全
国の比較では，我々のサンプルの出身階層は職業階層と収入階層の点では，相対的に恵ま
れているとみなされる層に比重が傾いているといえそうであった。しかし，そうであって
も，そのくらしの実態は必ずしも余裕のあるものとはいいえない。我々のサンプルにおい
て，家計を圧迫する要因があるか，それは何かを明らかにしてみると，次のような結果を
得ている。まず何といっても，目だつのは教育費であり，全体の54．4％が教育費によって
家計が圧迫されているとしている。これは，収入階層では900万未満，帰属意識では「中の
中」以下，職業階層では，管理的公務員，ホワイトカラーrブルーカラーに50－60％の教
育費の点で家計圧迫を訴える人がいた。この点は，教育費に関する重要度の附与の問題と
も関連し，多くの家庭が何をおいても教育費に支出すべきだとしており，教育に対する並
々ならぬ執念を示している。しかし，特に圧迫理由なしとする家庭も30％あり，とりわけ，
900万以上の収入階層において，50～60％の人が圧迫理由なしとしている。
　そうしたくらしの実態のうえで，くらしの階層的地位のどこに位置するのかの自己評価
一382　一
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は，「人並み」くらし指数でみるとき，その「人並み」基準点1．0を境界に，「中の中」以上
と「中の下」以下層が分岐していることが，一応指摘できた。くらしの実態との対応で，
帰属意識がこのように分化している点は，重視すべき事実のように思える。また，「中」意
　　　ミドル・クラス
識が「中間階級」意識というものではなく，「人並み」基準をめぐって，「人並み」のくら
しが確保できているかどうかという意識であるという要素を大きくもっているという事が
推定されうるであろう。
　少なくも，「中J帰属意識は様々な職業階層に分散し「中流」意識がどれか特定の階級や
職業階層に固有な意識でないことは確かである。例えば，自営業層やホワイトカラー層に
固有の意識というようなものでないことは明白である。それらの職業諸階層の如何にかか
わらず，それらを横断している意識である事は明白である。それはむしろ「くらし」に関
する意識であり，職業生活，住民生活を包括したトータルな自己認識を基礎にした階層的
地位の認識というには一面的な社会意識ではないかと批評できよう。しかるに旧りに自分
の社会階層的地位を「中流」の5段階尺度でもっぱら一次元的に推定するという事が，広
く一般に人々の社会意識をとらえているとすれば，それは「人並み」くらしのあり方が職
業階層によって相異しているという事実を無視するという現象を生ずるだろう。また，仮
りに今日の一般的動向として，労働生活意識が社会階層上の地位の認知，社会階層として
の自我の形成の中軸にくるのでなく，消費生活意識が中軸にくるといえるとすれば，今日
的な階層意識は，古典的な階級・階層意識とは異なったものとして理解されねばならにない
ことにもなろう。この点についてはここでは必ずしを十分に明らかにできないが，ともあ
れ仮りに一丁目「社会階層帰属意識」が「中流意識」尺度によってむしろ町回されるとす
れば，この「中流意識」を構成する諸要素はどのような内容をもつものであるのかを明ら
かにしておくことは大きな意味をもつであろう。それは今日の多くの人々の階級・階層行
動を理解する上で重要ではないかと思われる。
　私たちは次に，生活意識要素が相互にどのような連関をしてどんな構造をとっているの
かを，二変数間の関連を丹念にみて行く事を通して明らかにしたい。ついで，そうした生
活意識の構造をもった生活意識の全体が階層別にどんな異なった特色をもつのかを検討し
てみる。こうした分析を通して，いわゆる「中流」意識の内容を明らかにしてみよう。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（以下次号）
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